
品川区市街地再開発事業補助金交付要綱 

 

制定 昭和５８年１月１７日 区長決定 

改正 平成 ９年８月２６日 要綱第 ７７号 

改正 平成１５年４月 １日 要綱第 １９号 

改正 平成１７年７月 １日 要綱第 ７０号 

改正 平成１８年４月 １日 要綱第 ４４号 

改正 平成３０年５月１０日 要綱第１６７号 

（目的） 

第１条 この要綱は、土地の合理的かつ健全な高度利用と、都市機能の更新とを図るた

め、都市再開発法（昭和４４年法律３８号。以下「法」という。）に基づく市街地再開

発事業の施行者等に対して、当該事業に要する費用の一部を予算の範囲内において補

助することについて、必要な事項を定めることを目的とする。 

（補助対象者） 

第２条 この補助金の交付の対象となる者は、法第１１条第１項の規定により設立され

た市街地再開発組合（以下「組合」という。）および市街地再開発事業の施行が予定さ

れている地区内の土地について所有権または借地権を有する者の３分の２以上が参加

している当該事業のための準備組織（以下「準備組織」という。）とする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業は、原則として次に掲げるものとする。ただし、４につ

いては、都市再生推進事業制度要綱（平成１２年３月２４日付け、建設省住街発第２

３号）に基づき区が策定した都市再生事業計画、もしくは総合基本設計書、またはま

ちづくり交付金交付要綱（平成１６年４月１４日付け、国住市第２５号）に基づき区

が策定した都市再生整備計画に定められた事業とする。なお、準備組織の補助対象事

業は、１ (1)に限るものとする。 



１ 調査設計計画 

(1)事業計画作成 

(2)地盤調査 

(3)建築設計 

(4)権利変換計画作成 

(5)業務代行者選定 

２ 土地整備 

(1)建築物除却等 

(2)仮設店舗等設置 

(3)補償費等 

３ 共同施設整備 

(1)空地等の整備 

(2)供給処理施設の整備 

(3)その他の施設の整備 

４ 地域生活基盤施設等整備 

(1)地域生活基盤施設 

(2)高質空間形成施設 

(3)高次都市施設 

（補助対象経費） 

第４条 補助対象経費は、前条に規定する事業に要する費用とする。 

（補助金の額および算出方法） 

第５条 補助金の額は、当該年度予算額の範囲内で前条の経費の３分の２以内とし、そ 

の費用の算出方法は、市街地再開発事業等補助要領（昭和６２年５月２０日付け、建

設省住街発第４７号）、市街地再開発事業費補助（一般会計）交付要綱（昭和４９年６

月５日付け、建設省都再発第７７号）、都市再生推進事業費補助交付要綱（平成１２年



３月２４日付け、建設省住街発第２４号）およびまちづくり交付金交付要綱に定める

ところによるものとする。 

（交付申請） 

第６条 組合または準備組織は、補助金の交付を受けようとするときは、市街地再開発 

事業補助金交付申請書（第１号様式。以下「申請書」という。）を区長に提出しなけれ

ばならない。 

（交付決定および通知） 

第７条 区長は、前条による補助金の交付申請があったときは、申請書および関係書類 

の審査ならびに必要に応じて現地調査を行い、当該申請に係る補助金の交付が、法令

および予算で定める補助金の交付の目的を達すると認めたときは、速やかに補助金の

交付を決定し、市街地再開発事業補助金交付決定通知書（第２号様式）により組合ま

たは準備組織に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があると認めるときは、 

補助金交付申請に係る事項につき修正を加えて、市街地再開発事業補助金交付決定変

更通知書（第３号様式）により補助金の交付決定をすることができる。 

３ 区長は、前２項の補助金の交付決定に当たっては、法令および予算で定める補助金 

の交付の目的を達成するため、必要に応じて条件を付することができる。 

（交付方法） 

第８条 補助金の交付は、前条第１項の交付決定通知に基づく組合または準備組織から 

の請求（第４号様式）により行うものとする。 

２ 補助金は、交付決定額の範囲内において、各補助区分に応じ分割し、または概算に

より交付することができる。 

（全体計画） 

第９条 組合または準備組織は、補助対象事業が２年度以上にわたるときは、全体計画

書（第５号様式）および関係図面を区長に提出しなければならない。 



２ 前項の規定は、全体計画を変更しようとするときも同様とする。この場合において、 

同項中「全体計画書」とあるのは「全体（変更）計画書」と読み替えるものとする。 

（承認事項） 

第 10 条 組合または準備組織は、補助金の交付決定を受けたのち、補助事業に要する 

経費の配分または補助事業の内容を変更しようとするときは、市街地再開発事業経費

の配分および内容変更承認申請書（第６号様式）または市街地再開発事業補助金交付

決定額変更申請書（第７号様式）により区長の承認を受けるものとする。ただし、軽

微な変更についてはこの限りでない。 

（事業完了予定期日の変更） 

第 11 条 組合または準備組織は、補助対象事業が交付決定通知に付された期日までに 

完了しない場合は、速やかに市街地再開発事業の完了期日変更報告書（第８号様式）

により区長に報告し、その指示を受けなければならない。 

（状況報告） 

第 12 条 組合または準備組織は、補助事業等の遂行に関して、市街地再開発事業補助金

遂行状況報告書（第９号様式）等により報告しなければならない。 

（遂行命令） 

第 13 条 区長は、組合または準備組織が補助金の交付決定の内容およびこれに付した 

条件に従って補助事業を遂行していないと認めたときは、組合または準備組織に対し

これらに従って当該事業を遂行することを命じることができる。 

２ 区長は、組合または準備組織が前項の命令に違反したときは、組合または準備組織 

に対し補助事業の遂行の一時停止を命じることができる。 

（申請の取下げ） 

第 14 条 組合または準備組織は、第７条の規定による通知を受領した場合において当 

該通知に係る補助金等の交付の決定の内容または、これに付された条件に不服がある

ときは、１４日以内に申請の取下げをすることができる。 



（事情変更による決定の取消し） 

第 15 条 区長は、補助金の交付決定後、事情の変更等により特別の事由が生じたとき 

は、補助金の交付決定を取消すことができる。 

２ 組合または準備組織は、補助金の交付決定後に生じた事情の変更により、補助事業 

の全部または一部を継続する必要がなくなったときは、市街地再開発事業交付決定取

消申請書（第 10 号様式）を提出しなければならない。 

（実績報告書） 

第 16 条 組合または準備組織は、補助金に係る事業の全部を完了したとき、または補助

金の交付決定に係る会計年度が終了したときは、速やかに補助対象事業に係る市街地

再開発事業補助金実績報告書（第 11 号様式。以下「実績報告書」という。）を区長に

提出するものとする。 

（是正のための措置） 

第 17 条 区長は、前条の規定により実績報告書の提出を受けた場合は、当該実績報告書

の内容審査および必要に応じて現地調査を行い、その報告に係る補助事業の成果が、

補助金の交付決定の内容およびこれに付した条件に適合しないと認めたときは､当該

補助事業をこれらに適合させるための処置をとるべきことを、組合または準備組織に

命ずることができる。 

（決定の取消し） 

第 18 条 区長は、組合または準備組織が補助金を他の用途に使用し、その他補助金の交 

付決定の内容またはこれに付した条件その他の関係法令等に違反したときは、補助金

の交付決定の全部または一部を取消すことができる。 

（補助金の返還） 

第 19 条 区長は、補助金の交付決定を取消した場合において、補助事業の当該取消しに 

係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を決めてその返還を組合

または準備組織に命じることができる。 



（補助金の額の決定） 

第 20 条 区長は、第 16 条の規定により実績報告書の提出を受けた場合は、当該実績報

告書の内容審査および必要に応じて現地調査を行い、その報告に係る補助事業成果が

補助金の交付決定の内容およびこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付す

べき補助金の額を確定し、市街地再開発事業補助金の額の確定通知書（第 12 号様式）

により組合または準備組織に通知するものとする。 

（財産処分の制限） 

第 21 条 組合または準備組織は､補助対象事業により取得し、または効用を増加した財

産を、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し､交換し､貸し付け､または担保に供

しようとするときは、あらかじめ区長の承認を得なければならない。ただし、補助金

交付の目的、交付額または当該財産の耐用年数を勘案して、別に定める期間を経過し

た場合は、この限りではない。 

（補助金の経理） 

第 22 条 組合または準備組織は、補助金について経理を明らかにする帳簿を作成し、関

係書類とともに整理および保管しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定により作成された帳簿等について、必要があると認めたときは、 

その提出を求めることができる。 

（書類の様式） 

第 23 条 組合または準備組織が提出する書類の様式は､この要綱に定めるもののほか、

国が市街地再開発事業等の補助に関して定めるものに準拠して作成するものとする。 

（委任） 

第 24 条 この要綱に定めがあるものを除いては、品川区補助金等交付規則（昭和 45 年

品川区規則第 29 号）の定めるところによる。 

  付 則 

この要綱は、昭和 58 年 1 月 17 日から施行する。 



  付 則 

この要綱は、平成 ９年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成１７年７月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成３０年５月１０日から施行する。 


